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2020年 8月 24日 

吸収合併に関する事前開示書類 

（株式会社ＡＰホールディングスとの合併について） 

東京都台東区上野三丁目 24番 6号 

株式会社日本創発グループ 

代表取締役社長 藤田 一郎 

当社は、2020 年 8 月 7 日付で、株式会社ＡＰホールディングス（以下、「ＡＰホールディ

ングス」といいます。）との間で締結した吸収合併契約書に基づき、2020年 10月 1日を効力

発生日として、当社を吸収合併存続会社、ＡＰホールディングスを吸収合併消滅会社とする吸

収合併（以下、「本合併」といいます。）を行うこととしました。本合併に関し、会社法第

794条第 1項及び会社法施行規則第 191条に基づく事前開示事項は、次のとおりです。 

1 吸収合併契約の内容 

別紙 1「吸収合併契約書（写）」のとおりです。 

2 合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 191条第 1号） 

ＡＰホールディングスは、当社の完全子会社であり発行済株式全てを当社が所有してい

るため、本合併に際しては株式の発行及び金銭等の交付を行いません。 

3 吸収合併消滅会社の新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 191条第

2号） 

該当事項はありません。 

4 吸収合併消滅会社の計算書類等（会社法施行規則第 191条第 3号） 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容

別紙 2「ＡＰホールディングスの最終事業年度に係る計算書類等」のとおりです。

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときには、当該

臨時計算書類の内容

該当事項はありません。

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財
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産の状況に重要な影響を与える事象 

① 株式交換による完全子会社化 

ＡＰホールディングスは、2020年 5月 26日開催の取締役会において、当社を株式

交換完全親会社、ＡＰホールディングスを株式交換完全子会社とする株式交換（以

下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、2020年 6月 23日に以下

のとおり株式交換を行いました。 

本株式交換の要旨 

(ア) 本株式交換の日程 

株式交換決議取締役会  2020年 5月 26日 

株式交換契約締結  2020年 5月 26日 

株式交換の効力発生日  2020年 6月 23日 

(イ)本株式交換の方式 

当社が株式交換完全親会社、ＡＰホールディングスが株式交換完全子会社と

なる株式交換により行いました。 

(ウ)本株式交換に係る割当の内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

ＡＰホールディングス 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 1 2,400 

本株式交換により交付した株式数 当社普通株式：1,152,000株 

（注）本株式交換に係る割当比率及び交付する株式数 

ＡＰホールディングスの株式１株に対して、当社の株式 2,400 株を割当て交

付しました。なお、当社が本株式交換により交付する普通株式は、当社が保

有する自己株式 1,152,000 株を充当したため、新株式の発行はありません。 

 

5 吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象（会社法施行規則第 191条第 5号） 

(1) 株式追加取得によるＡＰホールディングスの子会社化 

当社は、以下のとおり、当社持分法適用関連会社であるＡＰホールディングスの株

式を追加取得し、子会社化いたしました。 

① 子会社の名称及び事業内容 

子会社の名称  株式会社ＡＰホールディングス 

事業内容  純粋持株会社 

① 株式取得の要旨 

(ア) 効力発生日等 

  現金を対価とする株式取得日 2020年 1月 20日 

 みなし取得日   2020年 3月 31日 
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(イ) 本株式取得の方式 

 現金を対価とする株式取得 

(ウ) 取得株式数 

 340株（発行済株式に対する割合：21.2％） 

(2) 株式追加取得による新日本工芸株式会社の子会社化 

当社は、以下のとおり、新日本工芸株式会社の株式を追加取得し、子会社化いたしま

した。 

① 子会社の名称及び事業内容 

子会社の名称  新日本工芸株式会社 

事業内容  縁起物、授与品の製造・販売 

② 株式取得の要旨 

(ア) 効力発生日等 

現金を対価とする株式取得日 2020年 4月 13日 

 みなし取得日   2020年 6月 30日 

(イ) 本株式取得の方式 

 現金を対価とする株式取得 

(ウ) 取得株式数 

 70株（発行済株式に対する割合：70％） 

(3) 譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 

① 処分の概要 

当社は、2020年 3月 27日開催の取締役会において、下記のとおり、譲渡制限付

報酬としての自己株式の処分に係る事項について決議し、2020年 4月 24日に以

下のとおり自己株式を処分いたしました。 

a  処分した自己株式の種類 当社普通株式 

b  処分した株式の数 303,800株 

c  処分価額 1株につき 308円 

d  処分総額 93,570,400円 

e  処分先及びその人数 取締役（社外取締役及び監査等委員であ

る取締役を除く）3名 

② 処分の目的及び理由 

当社は、2020年 2月 13日開催の取締役会において、当社の社外取締役及び監査

等委員である取締役を除く取締役（以下「対象取締役」といいます。）に対する

当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブの付与及び株価上昇及び企

業価値向上への貢献意欲の従来以上の向上を目的として、当社の対象取締役を対

象とする新たな報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」とい

います。）を導入することを決議し、また、2020年 3月 27日開催の第 5回定時
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株主総会において、本制度に基づき、譲渡制限付株式取得の出資財産とするため

の金銭報酬として、対象取締役に対して、年額 200百万円以内（ただし、使用人

兼務取締役の使用人分給与は含まない）の金銭報酬債権を支給すること及び譲渡

制限付株式の譲渡制限期間を 3年間とすること等につき、ご承認をいただいてい

ます。 

(2) 簡易株式交換による株式会社 FIVESTARinteractiveの完全子会社化 

当社は、2020年 5月 26日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、

株式会社 FIVESTARinteractive（以下、「FIVESTARinteractive」といいます。）を

株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うこ

とを決議し、2020年 6月 23日に以下のとおり株式交換を行いました。 

本株式交換の要旨 

① 本株式交換の日程 

株式交換決議取締役会  2020年 5月 26日 

株式交換契約締結  2020年 5月 26日 

株式交換の効力発生日  2020年 6月 23日 

（注）当社は、会社法第 796条第 2項の規定に基づき、株主総会の承認を必要と

しない簡易株式交換の手続きにより本件株式交換を行いました。 

② 本株式交換の方式 

当社が株式交換完全親会社、FIVESTARinteractiveが株式交換完全子会社と

なる株式交換により行いました。 

③ 本株式交換に係る割当の内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

FIVESTARinteractive 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 1 125 

本株式交換により交付した株式数 当社普通株式：102,000株 

（注）本株式交換に係る割当比率及び交付する株式数 

FIVESTARinteractiveの株式１株に対して、当社の株式 125 株を割当て交付

しました。なお、当社が本株式交換により交付する普通株式は、当社が保有す

る自己株式 102,000 株を充当したため、新株式の発行はありません。 

(3) 簡易株式交換による新日本工芸株式会社の完全子会社化 

当社は、2020年 5月 26日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、

新日本工芸株式会社（以下、「新日本工芸」といいます。）を株式交換完全子会社と

する株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、2020年 6

月 23日に以下のとおり株式交換を行いました。 

本株式交換の要旨 

① 本株式交換の日程 
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株式交換決議取締役会  2020年 5月 26日 

株式交換契約締結  2020年 5月 26日 

株式交換の効力発生日  2020年 6月 23日 

（注）当社は、会社法第 796条第 2項の規定に基づき、株主総会の承認を必要と

しない簡易株式交換の手続きにより本件株式交換を行いました。 

② 本株式交換の方式 

当社が株式交換完全親会社、新日本工芸が株式交換完全子会社となる株式交

換により行いました。 

② 本株式交換に係る割当の内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

新日本工芸 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 1 10,600 

本株式交換により交付した株式数 当社普通株式：318,000株 

（注）本株式交換に係る割当比率及び交付する株式数 

新日本工芸の株式１株に対して、当社の株式 10,600 株を割当て交付しまし

た。なお、当社が本株式交換により交付する普通株式は、当社が保有する自己

株式 318,000株を充当したため、新株式の発行はありません。 

(4) 簡易株式交換による田中産業株式会社の完全子会社化 

当社は、2020年 5月 26日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、

当社の連結子会社である田中産業株式会社（以下、「田中産業」といいます。）を株

式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うこと

を決議し、2020年 6月 23日に以下のとおり株式交換を行いました。 

本株式交換の要旨 

① 本株式交換の日程 

株式交換決議取締役会  2020年 5月 26日 

株式交換契約締結  2020年 5月 26日 

株式交換の効力発生日  2020年 6月 23日 

（注）当社は、会社法第 796条第 2項の規定に基づき、株主総会の承認を必要と

しない簡易株式交換の手続きにより本件株式交換を行いました。 

② 本株式交換の方式 

当社が株式交換完全親会社、田中産業が株式交換完全子会社となる株式交換

により行いました。 

③ 本株式交換に係る割当の内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

田中産業 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 1 55 
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本株式交換により交付した株式数 当社普通株式：2,564,925株 

（注）本株式交換に係る割当比率及び交付する株式数 

田中産業の株式１株に対して、当社の株式 55 株を割当て交付しました。な

お、当社が本株式交換により交付する普通株式は、当社が保有する自己株式

2,564,925 株を充当したため、新株式の発行はありません。 

(5) 簡易株式交換によるＡＰホールディングスの完全子会社化 

当社は、2020年 5月 26日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、

当社の連結子会社であるＡＰホールディングスを株式交換完全子会社とする株式交

換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、2020年 6月 23日に

以下のとおり株式交換を行いました。 

本株式交換の要旨 

① 本株式交換の日程 

株式交換決議取締役会  2020年 5月 26日 

株式交換契約締結  2020年 5月 26日 

株式交換の効力発生日  2020年 6月 23日 

（注）当社は、会社法第 796条第 2項の規定に基づき、株主総会の承認を必要と

しない簡易株式交換の手続きにより本件株式交換を行いました。 

② 本株式交換の方式 

当社が株式交換完全親会社、ＡＰホールディングスが株式交換完全子会社と

なる株式交換により行いました。 

③ 本株式交換に係る割当の内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

ＡＰホールディングス 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 1 2,400 

本株式交換により交付した株式数 当社普通株式：1,152,000株 

（注）本株式交換に係る割当比率及び交付する株式数 

ＡＰホールディングスの株式１株に対して、当社の株式 2,400 株を割当て交付

しました。なお、当社が本株式交換により交付する普通株式は、当社が保有する

自己株式 1,152,000 株を充当したため、新株式の発行はありません。 

(6) 株式の一部取得による株式会社ワン・パブリッシングの持分法適用関連会社化 

当社は、以下のとおり、株式会社ワン・パブリッシングの株式の一部取得を行い、

持分法適用関連会社化いたしました。 

持分法適用関連会社となる会社の概要 

名称 株式会社ワン・パブリッシング 

所在地 東京都品川区西五反田二丁目 11番 8号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 廣瀬 有二 
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事業内容 定期雑誌やムック書籍出版事業、Webメディア事業、 

コンテンツマーケティング事業 

資本金 10百万円 

設立年月日 2020年 7月 1日 

発行済株式数 1,000株 

決算期 12月 31日 

大株主及び持株比率 株式会社学研プラス   100.00％ 

当事会社間の関係 資本関係 記載すべき資本関係はあ

りません。 

人的関係 当社取締役 1名が株式会

社ワン・パブリッシングの

取締役を兼務しておりま

す。 

取引関係 記載すべき取引関係はあ

りません。 

取得後の持株比率 49.50%（取得前の持株比率 0.00％） 

(7) 株式追加取得による株式会社アエックスの子会社化 

当社は、以下のとおり、株式会社アエックスの第三者割当増資引受により同社株式

を追加取得し、子会社化いたしました。 

① 子会社の名称及び事業内容 

子会社の名称   株式会社アエックス 

事業内容       コンピューターグラフィックスを使用した映像の企画制作、

自社コンテンツの企画制作とその管理 

② 株式取得の要旨 

(ア) 株式譲渡実行日   2020年 7月 10日 

(イ) 株式取得数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

異動前の所有株式数 所有株式数   100株 

（議決権の数  100個） 

（議決権所有割合  16.67％） 

取得株式数 所有株式数   1,800株 

（議決権の数  1,800個） 

取得価額（※） 株式会社アエックスの普通株式 180 百

万円 

異動後の所有株式数 所有株式数   1,900株 

（議決権の数  1,900個） 

（議決権所有割合  79.17%） 
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※取得価額については、株式会社アエックスの財務の状況、資産の状況、将来の事

業活動の見通し等の要因を総合的に勘案し、当社および株式会社アエックスの間で慎

重に交渉・協議を重ね決定いたしました。 

 

6 吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 191 条第 6 号） 

本合併後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込まれま

す。また、本合併後の吸収合併存続会社の収益状況およびキャッシュフローの状況につい

て、吸収合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測され

ていません。従いまして、本合併後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みはあ

ると判断しています。 

 

 

以上 
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※ ※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※ ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※ 
決 算 報 告 書 

※ 

※ ※ 

※ ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※ （第 3 期） ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※ 自 平成 31 年  3 月  1 日 ※ 

※ 至 令和  1 年 12 月 31 日 ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※ 株式会社ＡＰホールディングス ※ 

※  ※ 

※ 浜松市中区中島三丁目 17番 25号 ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※  ※ 

※ ※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※ ※ 
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株式会社ＡＰホールディングス 

貸 借 対 照 表 
 

令和  1 年 12 月 31 日 現在 

資 産 の 部  負 債 の 部  

科 目 金 額 科 目 金 額 

    円      円  

            
【 流 動 資 産  】 【 1,715,876,777 】 【 流 動 負 債  】 【 250,063 】 

 現 金 及 び 預 金   339,876,777   預 り 金    3,063  
 関 係 会 社 株 式   1,376,000,000   未 払 法 人 税 等   247,000  
            
       負 債 の 部 合 計   250,063  
      純 資 産 の 部  

            
      【 株 主 資 本  】 【 1,715,626,714 】 

      （ 資 本 金  ） （ 80,000,000 ） 

       資 本 金    80,000,000  
      （ 資 本 剰 余 金  ） （ 1,635,000,000 ） 

       資 本 準 備 金    182,000,000  
       その他の資本剰余金    1,453,000,000  
      （ 利 益 剰 余 金  ） （ 626,714 ） 

       繰越利益剰余金    626,714  
            
       純資産の部合計    1,715,626,714  
 資 産 の 部 合 計   1,715,876,777   負債及び純資産の部合計    1,715,876,777  
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株式会社ＡＰホールディングス 

損 益 計 算 書 
自 平成 31 年  3 月  1 日 

至 令和  1 年 12 月 31 日 

科 目 金 額 

         円  

           
           

【 販売費及び一般管理費  】         
 手 数 料      12,652     
 租 税 公 課      1,383,506     
 支 払 報 酬      289,202   1,685,360  
   営 業 損 失      （ 1,685,360 ） 

【 営 業 外 収 益  】         
 雑 収 入      2,389,140   2,389,140  
   経 常 利 益      （ 703,780 ） 

   税引前当期純利益      （ 703,780 ） 

   法人税、住民税及び事業税       247,000  
   当 期 純 利 益      （ 456,780 ） 
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株式会社ＡＰホールディングス 

個 別 注 記 表 

自 平成 31 年  3 月  1 日 

至 令和  1 年 12 月 31 日 

 

Ⅰ. この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。 
Ⅱ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １. 資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

   ア 時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって処 

     理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

   イ 時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     総平均法による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げの方 

     法により算定）を採用しています。ただし、原材料は最終仕入原価法を採用して 

     います。 

     （会計方針の変更） 

     従来商品については最終仕入原価法による原価法を採用していましたが、当期か 

     ら総平均法による原価法に変更しました。この変更による影響は軽微です。 

 ２. 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

     定率法（ただし、平成 10年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く。）は 

     定額法）を採用しています。 

  ② 無形固定資産 

     定額法を採用しています。 

 ３. 引当金の計上基準 

   貸倒引当金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法 

            人税法の規定による法定繰入率により計上するほか、個々の 

            債権の回収可能性を勘案して計上しています。 

 ４．収益及び費用の計上基準 

 ５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ① リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につ 

    いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

  ② 消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税抜方式（又は税込方式）によっています。 

  
Ⅲ. 株主資本等変動計算書に関する注記  
 ６．株主資本等変動計算書に関する注記    
    （1）発行済株式の     
      前期末株式数（発行済普通株式）   1,300株 

 
 

      当期増加株式数（発行済普通株式数）  300株 
 

 
      当期末株式数（発行済普通株式数）  1,600株 

 
 

 （2）当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項  
          平成 31年 3月 29日の定時株主総会において、次の通り決議されました。 

  ① 配当金の総額 

           ② 配当の原資  10,400千円  
           ③ １株当たり配当額  利益剰余金  
           ④ 基準日  8,000円  
           ⑤ 効力発生日  平成 31年 2月 28日  
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